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会計年度任用職員制度小委員会はじまる
まじめに働いている会計年度任用職員が雇用不安から解放される制度に

「補助的、定型的」と言えない業務に従事している会計年度任用職員の報酬の在り方について真摯な議論を
　県労連は9月22日、会計年度任用職員制度小委員会の第１回目の会議を労務担当課長と持ちました。
　この日の小委員会では、今期話し合う課題として、①名簿登載方式など任用方法について、②報酬格付けの根拠となっている「定型的・補助的業務」の検証について、③高校におけるコマ講師の報酬の在り方について、以上３点を確認しました。

　①、②は、会計年度任用制度導入にあたって行われた小委員会交渉からの継続課題で、③は制度導入後に生じた課題です。

この３課題について、今後小委員会で話し合いを進めていきます。

自治労県職労の課題認識

１．名簿登載方式などの任用方法について

（１）現状と課題

　〇現在の会計年度任用職員の任用方法は、４月採用の場合は、一括して募集し、応募者は１所属しか応募できない制度です。その所属で採用されなければ、年度当初にはどの所属でも働けません。

　〇採用された場合も、事実上３年後には任用が切れ、現在働いている職場に応募することも可能ですが、新たに応募する必要があります。

　〇自治労県職労が昨年末に行った本庁在職の会計年度任用職員アンケートの結果によれば、会計年度任用職員の報酬のみで家計を維持している職員が20％、6割以上の職員が30％、2割から6割の職員が43％でした。つまり、多くの会計年度任用職員は県の雇用がなくなれば、生活に重大な影響を及ぼす実態だということです。

　〇また、アンケートによれば、会計年度任用職員の83％が女性で、年齢は40代が24.4％、50台が42.2％、60代以上が23.7％でした。

〇雇用年数は、6年以上働いている職員が44.5％で、そのうち26.7％が10年以上した。

〇会計年度任用職員制度小委員会では、まず、このような実態を踏まえて議論を行う必要があります。

〇当局は会計年度任用職員の一形態である行政補助員制度について、「広く県民に雇用の機会を与える」、「新たな就労へのステップにしてもらう」としています。

〇しかし、現下の雇用情勢を考えたとき、「新たな就労へのステップ」にすることが、現実に可能なのでしょうか。正確には「広く県民に雇用と3年後の失業の機会を与える」ということでしょう。

〇民間の有期雇用労働者は。5年間継続雇用されれば無期雇用に転換されます。公務は適用除外です。

　〇「翌年3月末で任期切れの年は、年末から気持ちが暗くなる。楽しいはずのクリスマスや正月も不安な気持ちで一杯。」という声も寄せられました。

　〇私たち自治労県職労は、同じ職場で働く仲間が、こんな思いをしていること見過ごしにすることはできません。当局も思いは同じであると信じます。

〇本来であれば、地方公務員法等の法改正により、民間の非正規労働者と同様の制度とすべきです。

〇しかし、現行の制度下においても、希望する職員の雇用が守られるよう最大限の努力をするのが、雇用者である県の責務であり、私たち労働組合の役割だと考えます。

（２）自治労県職労の提案

　〇総務省も導入を容認し、他の自治体でも実施している「名簿登載方式」の導入


　　希望者は、希望地域・部局・所属、職種や履歴を記載した登録申込書を人事課に提出し、人事課が名簿を作成し、会計年度任用職員が必要となった所属は、名簿の履歴、本人希望を踏まえ候補者を数名選択し、面接を行い、採用者を決定する。

　※メリット
　・従来の制度のように、1回のチャンスで採用されなければ県の雇用が無くなるのではなく、実績のある職員が雇用される可能性が高い。

　・採用所属としても、その所属に必要な経験やスキルを有する職員を採用することができる。

　・現状3年に1度、募集所属が行っている応募者数十名の面接がなくなる。

　※デメリット

　・従来の制度と異なり、名簿登載方式では、必ずしも希望する所属から声がかかるとは限らない。

　・導入準備にあたって人事課の負担が増える。

２．「補助的、定型的業務」の検証について

（１）現状と課題

　〇現在の会計年度任用職員の業務は、「補助的、定型的業務」とされ、事務職の場合は行政職１給料表の1級1号を初号、1級29号を上限に勤務状況で割り落された報酬額となっています。

〇しかしアンケートによれば、「現在の業務内容が補助的、定型的業務と思うか」の問いについて、23.7％が「そうは思わない」、21.5％が「どちらとも言えない」と回答しています。

〇また、「現在の業務内容が会計年度任用職員の業務として適切なものと感じるか」については、「そうは思わない」「どちらとも言えない」の回答が半数を超えています。

〇この中には、「専門性があり、責任を伴う業務を担当している」「副主任もつけてもらえず、自ら計画的に業務を行わなければならない」「現在の業務は定型的ではあるが、主担当で1人で仕事をやっているので、補助的とは言えない」といった具体的な意見も寄せられました。

〇そもそも当局は今回の報酬水準を決定するにあたり、その業務内容が一律に「補助的、定型的」であるとしてきましたが、調査結果を見ると、当事者の意識とは大きな乖離があることが明らかです。

〇総務省は会計年度任用職員の給与水準について、常勤職員の初号給を基礎とする一方、「職務内容や責任、職務遂行上必要となる知識、技術及び職務経験等の要素を考慮して定めるべき」としています。

〇多くの他の自治体は、同じ事務職であっても、経験や知識の必要に応じて水準を設定しています。

〇つまり、総務省も「一律にすべし」としているわけでもなく、多くの事例があるのです。

〇当局は、現場の切実な声に真摯に耳を傾け、速やかに業務内容について検証を行った上で、必要な是正措置を講じるべきです。

（２）自治労県職労の提案

　〇専門性のある業務、経験・知識が必要な業務等については、その業務内容に応じた報酬水準とする。

　〇そのために労使で検証を進める。

県労連が人事委員会に申し入れ

　県労連（自治労県職労、公企労、神教組、高教組、県職労）は9月30日、2021県人事委員会勧告に向けて、職場からの要求を申し入れ、構成組合の代表者が発言しました。自治労県職労の発言は次のとおりです。

　自治労県職労を代表して発言させていただきます。
　私からは、次の４点について発言します。
〇まず、今年の人事委員会勧告のあり方についてです。
人事委員会勧告は、民間給与との均衡を図る制度であることは認識していますが、新型コロナウイルス感染症対策で奮闘している職員に対して、「民間のボーナスが下がったから引き下げる」ということでは、到底職員のモチベーションは持ちません。職員の頑張りに応える勧告をぜひお願いします。

〇次に、若年層賃金の改善についてです。
神奈川県においては、人事委員会の「民間給与との比較方法」が国や他県と異なり、行政職給料表１の２級、３級が、民間企業の低い職位との比較となっており、若年層の給与水準を抑制している原因となっています。

また、昨年の段階で初任給は県内民間と約5,200円もの差があり、今年給与が据え置きされれば、さらに差が広がる可能性があります、初任給の改善がなければ、優秀な人材を確保することはできません。特に、新型コロナウイルス感染症に関する業務の最前線で奮闘している保健師（大卒程度）の初任給は、東京都や特別区、横浜市、川崎市などと比べて１万円前後低い水準です。
国、他県との均衡、人材確保と言うのであれば、国や他県同様の比較方法に改善し、初任給や若年層の給与水準の引き上げを勧告すべきです。
〇次に、給与カーブの見直しについてです。
　給与カーブの見直しは、生涯給与のバランスを考えるべきで、若いころに恩恵を受けなかった中高年層の給与を引き下げるということでは、だれも納得しません。

　まして、退職目前となった職員にとっては、退職手当の基礎となる給与を引き下げることであり、到底理解は得られません。全庁一丸となってコロナ対応に奮闘している中で、職員のモチベーションを著しく低下させるようなことはすべきでありません。
〇最後に、人員確保についてです。
人事院は今年の「公務員人事管理に関する報告」中で、「 業務量に応じた要員の確保」として、

「職員の健康を確保し、良好な勤務環境を整備することは府省共通の課題であることから、各府省において業務の合理化等を行った上で業務量に応じた要員が確保される必要があることを改めて指摘したい。」としています。
　神奈川県においても、保健福祉事務所をはじめとしたコロナ対応部署の職員は、県民の生命と健康を守るために、過労死水準を大幅に上回る超過勤務を強いられています。また、コロナ対応に応援職員を派遣している職場においても、少ない人数で通常業務を行うために疲弊しています。
　コロナや豚熱などでの対応を見れば明らかなように、災害等が発生した場合、対応できないほど人員が削減されてきた結果です。
　県民の生命、県民生活を守り、そのために働く職員の生命と健康を守るためにも、人事院と同様に、神奈川県人事委員会においても、人員確保の必要性を強く押し出していただきたいと思います。
　以上、よろしくお願いします。
県労連確定闘争交渉日程
10月18日（月）副知事提出交渉

21日（木）副知事回答交渉

　　　　　県労連第1回幹事団交渉

22日（金）県労連支部代交渉

26日（火）県労連第2回幹事団交渉

29日（金）総決起集会（WEB開催）

11月  1日（月）副知事決議文手交

2日（火）県労連第3回幹事団交渉

8日（月）県労連最終幹事団交渉

9日（火）自治労県職労拡大評議委員会

11日（木）戦術配置

